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研究要旨 

 
本研究では、就労系障害福祉サービス事業所における職業的アセスメントの実施促

進に向けた議論すべき課題の検討を行った。20 名の就労支援の実践者及び研究者から

構成される専門家に対してデルファイ法を実施した。2 回の予備調査に基づき、職業

的アセスメントの実施促進に向けた議論すべき課題の項目一覧を作成した。これを本

調査 1 回目では、9 段階の同意度及び 5 段階の重要度で判定し、2 回目では 1 回目の結

果をフィードバックして再度の回答を求めた。最終的に、専門家間の回答の一致率が

高い項目を議論すべき課題とし、5 領域、17 項目からなる就労系障害福祉サービス事

業所における職業的アセスメントの実施促進に向けて議論する必要のある課題として

確定をした。今後は、この課題の解決に向けた具体的取組み及び制度整備などに向け

た検討が望まれる。 
 
A. 研究目的 

就労支援は、職場定着支援だけでな

く、職場定着支援の段階に至るまでの支

援プロセスも極めて重要である。加え

て、重要と共通認識される職場定着も含

めて、アセスメントは、就労支援の基盤

となるものであり、これを的確に実施し

ていくことが重要である。就労支援にお

ける職業的な観点から実施されるアセス

メントは、支援対象となる障害者がそれ

ぞれに最も適した働く場に円滑に移行で

きるため、安定して働き続けられるた

め、そして、働く力を伸ばしていくこと

ができるために行われる必要がある。 

職業的なアセスメントに焦点を当てた

実践報告では、職業的な観点から実施さ

れたアセスメント結果が、就労支援を有

効に機能させたとの記述を確認すること

ができる（加藤・林・小山，2018；村

上，1997；中村，小山・黒川・浅海，

2013；土屋，2018）。特に、職業的なア

セスメントは、支援対象者の課題の明確

化（野田・野田，2008；篠垣，2006）、
限られた支援環境における情報収集の効

率化（霜田ら，2010）、就労支援者間で

の共通理解への寄与（樋口・納富，

2010）、企業適応に向けた効率的な情報

収集（後藤・斯波，2015）、支援対象者
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の自己理解の促進に有用（松田，2013；
松瀬，2017；清水，2018）などの支援効

果があると報告されている。しかし、こ

の一方で、このような職業的な観点から

実施されるアセスメントに関する研究は

少ない。加えて、現状においては、職業

的アセスメントが現状において十分に実

施されていない状況にあることが指摘さ

れている（前原，2020；前原ら，

2020）。 
このような背景状況を踏まえると、今

後の職業的アセスメントの実施促進に向

けては、現行の日本における職業リハビ

リテーションの制度の改変や就労支援を

支える新たな仕組みづくりなど、議論す

べき課題が様々にあると考えられる。今

後に向けては、このような議論すべき課

題を明確化することが必要である。これ

は、日本の職業リハビリテーションの発

展や障害者の社会参加の促進といった現

在の課題を改善することにつながること

が期待される。そこで本研究では、就労

系障害福祉サービス事業所における職業

的アセスメントの実施促進に向けて、議

論する必要があると考えられる課題の明

確化を行う。 
 
B. 方法 
1.1 研究手法 
 本研究では、就労系障害福祉サービス

事業所における職業的アセスメントの実

施促進に向けて職業リハビリテーション

領域において議論する必要があると考え

られる課題について明らかにする。その

ため、本研究では専門家から構成される

研究協力者によるグループでの意思決定

の方法を実施する。この種のグループで

の意志決定の方法は、委員会

（committee）方式のような、一定の規則

のないインフォーマルなアプローチによ

って行われているのが実情である。この

ようなグループで行う方法の長所と短所

は、表 2-4-1 のように整理できる（Pope 
C & Mays N，2006）。本研究では、この

種の長所を活かし、短所を最小限とする

ための方法が組み込まれ、規則のあるフ

ォーマル方法として活用できる「デルフ

ァイ法（Delphi）」を用いる。 

表 2-4-1 グループでの意思決定の方法の長所と短所 

長所 短所 

・より幅広い知識や経験が得られる 
・グループメンバー間の相互作用により

選択をさらに広く考えるように刺激され

る 
・また出されたアイデイアに対する反論

も出る 
・一個人の癖や好みが排除できる 
・集団としての視点が一個人の視点より

もより説得力がある 

・特定の個人による支配 
・多数派や権威ある人物の意見に同意

されるよう求められる圧力 
・個々人の決定よりもより極端な決定

が主張される 
・ややこしい問題はそのまま放置され

る 
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1.2 デルファイ法 
 デルファイ法は「Delphi の神託」に由

来し、米国ランド研究所によって開発さ

れたアンケート方式による意見の集約方

法である。これは、参加者にアンケート

結果の評価のフィードバックを繰り返す

ものである（相馬・細井・八重田，

2009）。 
デルファイ法では、調査用紙を用い

て、専門家に対する調査と調査結果のフ

ィードバックを繰り返す中から専門家の

意見を集約・整理していく。これは、グ

ループでの意思決定を行うためのフォー

マルなアプローチである。このように明

確かつわかりやすく構造化された方法を

用いることで、グループでの意思決定の

方法に伴う短所を解消し、長所に基づき

方法に科学的な信頼性を付与することが

できる。 
 
1.3 研究手続き 
 デルファイ法では、研究協力者は直接

会ってのやり取りをすることはなく、質

問紙の送付により、各参加専門家の考え

を聞いていく形でデータ収集が行われる

（Murphy et al.，1998）。本研究では、研

究協力者とのメールでのやり取りからデ

ータ収集を行う。デルファイ法では、合

意形成のために調査のフィードバックも

盛り込んだ調査を２回以上行うこととし

ている。この回数は、時間、経済的コス

ト、参加者の疲弊に併せる必要がある。

また、この合意形成の確固たるルールは

なく、様々である（Powell，2003）。本研

究では、予備調査を 2 回実施し、本調査

で実施する議論すべき課題の項目一覧を

作成する。本調査 1 回目では、その項目

に対して、同意度（9 段階）、重要度（5
段階）及び課題に対する意見の自由回答

を求める。その結果を集計した後に、本

調査 2 回目を実施する。本調査 2 回目で

は、集計結果のフィードバックと 1 回目

の意見に基づいて修正を行った項目一覧

に対して、再度、同意度（9 段階）、重要

度（5 段階）及び課題内容に対する意見

の自由回答を求める。 
 
1.4 研究協力者 
 デルファイ法では、研究協力者に専門

家を設定する。専門家の選定に際して

は、その領域で働き、目的に適う人とし

て信頼できる者を選ぶ必要がある。ま

た、いわゆる統計的なサンプリングで選

ばれるものではなく、専門家の質で判断

すべきと言われている（Powell，2003）。
通常、参加する研究協力者の数は、研究

によって様々である（Powell，2003）。6
人以下だと信頼性が減り、12 人を天井と

して漸減する（diminishing returns）
（Murphy et al.，1998）、多ければ多い程

良いと言われることもあるが、その根拠

はない（Powell，2003）、50 人以上にな

ることの利点はほとんどない（Pope C & 
Mays N，2006）等の指摘がある。その上

で、その数については、問題の射程と時

間、お金等の使える資源によって判断さ

れる必要がある（Powell，2003）。 
 本研究では、表 2-4-2 のような基礎情

報を背景に持つ 20 名の専門家を研究協

力者としてデルファイ法を実施した。 
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1.5 分析方法 
1.5.1 予備調査 

2 回の予備調査に通して得られた意見

を意味の類似性から質的に分析・分類

し、職業的アセスメントの実施促進のた

めに職業リハビリテーション領域におい

て議論すべき課題内容の項目一覧を作成

する 
1.5.2 本調査 
 9 段階の同意度を 3 分類（同意程度：

高群、中群、低群）し、3 群間での協力

者の意見の回答割合を集計する。また、

5 段階の重要度については、平均値及び

標準偏差を出す。2 度の調査を通して、

意見を集約し、最終的な同意程度の回答

割合から議論すべき課題内容となる項目

を採択する。なお、高群に分類される回

答が 95％以上、または、高群分類される

回答が 90％以上かつ中群分類される回答

を加算して 95％以上になる場合におい

て、項目を採択する。重要度について

は、その平均値に基づいて項目の順序と

する。 
1.6 研究倫理 

本研究は、秋田大学手形地区における

人を対象とした研究倫理審査委員会の承

認を得た（令和 2 年度 5 月 18 日付、第

2-2 号）。 
 
C. 研究結果 

1 回目の集計結果をフィードバックに

加えて、自由回答の意見等を参考に項目

削除を行い、2 回目の項目として提示し

た。 
表 2-4-3～2-4-7 に項目及び本調査 1 回

目及び 2 回目の同意度の選択割合を示し

た。なお、最終的に採択となった項目に

ついては太字で示した。 
 

表 2-4-2 研究協力者の情報 

研究協力者の属性及び人数 

研究協力者：計 20 名 
・職業リハビリテーション領域(7 名)、社会福祉領域(10 名)、医療領域(1 名)、 
 教育領域(1 名)、企業領域(1 名)、計 20 名 
・研究者(6 名)、実践者(14 名)、計 20 名 

経歴 平均±SD 

就労支援経験年数（n=18） 9.1±5.63 年（最大 23 年、最小 0 年） 
研究年数（n=11） 4.4±7.83 年（最大 35 年、最小 0 年） 
学歴年 17.8±3.40 年（最大 28 年、最小 12 年） 

所持資格（複数回答）： 
社会福祉士 2 人、介護福祉士 1 人、精神保健福祉士 5 人、公認心理師 1 人、保育

士 2 人、 
教員免許 4 人、社会福祉主事 3 人、障害者職業カウンセラー2 人、職場適応援助者

6 人 
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表 2-4-3 職業的アセスメントに関する研究の推進 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 職業的アセスメントの概念整理及び定義の明確化 0 15 85 0 15 85 

2 
就労支援の実践場面における職業的アセスメン

トの実施方法（実施時期、ツール選択など）に

ついての整理 
0 10 90 0 10 90 

3 
職業的アセスメントの実施目的や意味について

の検討 
0 10 90 0 10 90 

4 職業的アセスメントの実施方法などに関する研究 0 15 85 0 15 85 
5 職業的アセスメントに関する教科書などの充実 0 5 95 0 5 95 

6 
職業的アセスメントを実施するためのツールなど

の準備のための助成 
0 25 75 0 25 75 

7 
実践現場の時間的余裕に応じた新たな職業的ア

セスメントツールやシートの開発 
0 10 90 0 10 90 

 
表 2-4-4 職業的アセスメントに関する教育体制の整備 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
就労支援における EBP（Evidence-Based 
Practice）の推進 

0 0 100 0 0 100 

2 就労支援における効果検証に関する研究の実施 0 10 90 0 10 90 

3 
大学等の高等教育機関において職業リハビリテ

ーション（就労支援）に関する教育の充実 
5 5 90 0 5 95 

4 職業的アセスメントに関する研修機会の提供 0 0 100 0 0 100 

5 
職業的アセスメントに関する教科書などの作成

→（1 回目修正）項目を削除 
0 5 95 ‐ ‐ ‐ 

6 
職業的アセスメントに関する研究の実施→（1
回目修正）項目を削除 

0 5 95 ‐ ‐ ‐ 
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表 2-4-5 職業的アセスメント実施のための制度整備 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 職業的アセスメント実施者の資格化 0 45 55 0 60 40 

2 スーパービジョン体制の整備 0 10 90 0 5 95 

3 アセスメント実施による加算 5 10 85 5 5 90 

4 国家資格所有者の配置に対する優遇制度 0 45 55 0 45 55 

5 
職業的アセスメントを実施することを補助する

専門機関や支援ネットワークの整備 
0 0 100 0 0 100 

 
表 2-4-6 就労支援の取組みに関する改善 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 
民間企業での通常の雇用契約を目指す利用者とい

う観点から就労系障害福祉サービスの目的につい

て検討すること 
5 15 80 0 20 80 

2 
職業的アセスメントの実施に対する報酬加算の検

討→（1 回目修正）項目を削除 
5 15 80 ‐ ‐ ‐ 

3 職場定着支援に関する支援の強化 0 5 95 0 0 100 

4 
行政機関等の外部に職場実習の斡旋などを行う窓

口を設置 
0 30 70 5 15 80 

5 
営業活動等を外部の機関が実施し就労支援の時間

を確保 
5 35 60 0 40 60 

 
表 2-4-7 職業的アセスメント普及に向けた活動 

調査回数 1 回目 2 回目 
同意程度（％） 低 中 高 低 中 高 

1 職業的アセスメントに関するマニュアルの整備 0 5 95 0 0 100 

2 
職業的アセスメントの実施機関及び利用手続きに

ついての可視化 
0 10 90 0 15 85 

3 
職業的アセスメントの実施機関及び利用手続き

についての可視化 
0 10 90 0 10 90 

4 多機関連携のための仕組み作り 0 10 90 0 5 95 
5 地域内における支援スキル共有のための取組み 0 5 95 0 5 95 
6 地域における情報共有や情報交換の取組み 0 5 95 0 5 95 
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2 回目の回答の集計結果に基づき、同

意度の不一致が見られた項目については

除外した。その上で、採択された項目を

重要度の得点順に並べた（表 2-4-8）。 
 

 
表 2-4-8 職業的アセスメントの実施促進に向けて議論すべき課題 

No. 項目 平均 SD 

領域１ 職業的アセスメントに関する研究の推進 

1 
就労支援の実践場面における職業的アセスメントの実施方

法（実施時期、ツール選択など）についての整理 
4.8 0.55 

2 職業的アセスメントの実施目的や意味についての検討 4.7 0.67 

3 
実践現場の時間的余裕に応じた新たな職業的アセスメント

ツールやシートの開発 
4.6 0.60 

4 職業的アセスメントに関する教科書などの充実 4.5 0.69 

領域２ 職業的アセスメントに関する教育体制の整備 

1 職業的アセスメントに関する研修機会の提供 4.8 0.41 
2 就労支援における EBP（Evidence-Based Practice）の推進 4.7 0.47 

3 
大学等の高等教育機関において職業リハビリテーション

（就労支援）に関する教育の充実 
4.7 0.57 

4 就労支援における効果検証に関する研究の実施 4.6 0.76 

領域３ 職業的アセスメント実施のための制度整備 

1 スーパービジョン体制の整備 4.7 0.49 

2 
職業的アセスメントを実施することを補助する専門機関や

支援ネットワークの整備 
4.7 0.57 

3 アセスメント実施による加算 4.3 0.98 

領域４ 就労支援の取組みに関する改善 

1 職場定着支援に関する支援の強化 4.8 0.44 

領域５ 職業的アセスメント普及に向けた活動 

1 多機関連携のための仕組み作り 4.8 0.41 
2 地域における情報共有や情報交換の取組み 4.8 0.41 
3 地域内における支援スキル共有のための取組み 4.8 0.44 

4 
職業的アセスメントの実施機関及び利用手続きについての

可視化 
4.7 0.59 

5 職業的アセスメントに関するマニュアルの整備 4.5 0.76 
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 以上のように、最終的に５領域、計 17
項目からなる「職業的アセスメントの実

施促進に向けて議論する必要のある課

題」が明確化された。 
 
D. 考察 
 これまで職業的アセスメントの実施促

進に向けては、職業的アセスメントの実

施方法の改善などの実践現場における工

夫の検討といった形で取組まれてきた。

そのため、職業的アセスメントの実施促

進に向けて、現状の制度的な課題や将来

的な仕組みの検討などについて十分に議

論されてこなかった。本研究では、デル

ファイ法を用いて、将来的な改善に向け

て議論する必要のある課題を明確化する

ことを試みた。これは、デルファイ法に

基づく本研究の手続きの範囲内で明確化

された一つの視点である。しかし、本研

究の結果は、この領域における専門家に

対する明確な手続きに基づいた調査によ

って明らかになったものであり、現行の

課題の一部を示すものと考えられる。そ

の意味で、今後の職業的アセスメントの

実施促進を含めた職業リハビリテーショ

ンのあり方を検討していくための貴重な

基礎的資料になると考えられる。 
 以下では、本研究で明確化された職業

的アセスメントの実施促進に向けて議論

する必要のある課題について、制度的側

面、教育及び研究的側面、実践的側面の

3 つの観点から考察する。 
 
制度的側面 
制度的側面における事項として、「ス

ーパービジョン体制の整備」、「職業的ア

セスメントを実施することを補助する専

門機関や支援ネットワークの整備」、「ア

セスメント実施による加算」といった課

題が明確化された。この制度的側面の事

項には、職業的アセスメントの実施促進

に向けた専門性の高い人材の育成やこの

ような人材の活用に関することが含まれ

ていると考えられる。 
我が国において、現在、就労支援の専

門職としては、職業リハビリテーション

の専門機関である地域障害者職業センタ

ーの障害者職業カウンセラーが想定され

る。障害者職業カウンセラーが所属する

地域障害者職業センターでは、就労支援

のための個別の支援計画である職業リハ

ビリテーション計画を策定する業務を行

っている。しかし、就労系障害者福祉サ

ービスを利用する全ての利用者がこの職

業リハビリテーション計画の策定を受け

ている訳ではない。 
また、相談支援事業所においてサービ

ス等利用計画を策定しているが、就労面

に関するアセスメントは十分ではなく、

就労面に関するアセスメント情報をサー

ビス等利用計画に盛り込むためには、就

労継続支援Ｂ型事業所を利用する際に、

就労移行支援事業所等が行う就労アセス

メントを除くと、先の障害者職業センタ

ーや障害者就業・生活支援センターなど

の職業リハビリテーション機関との連携

が必要である。実際、現在の相談支援専

門員研修では、ケアマネジメントに関す

る講義や演習を実施し、「サービス等利

用計画」の内容等の質の向上が目指され

ている。しかし、この内容のいずれも就

労相談を主たるテーマとしたものではな
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い。その意味で、一般企業への移行など

のニーズに応じた対応も求められる一方

で、職業的アセスメントを十分に実施で

きていない状況にある。 
以上のように、現在は、この職業的ア

セスメントを十分に実行しにくい状況に

ある。このような我が国の状況と異なり

米国では、職業的アセスメントの専門職

である公認職業評価専門職（Certified 
Vocational Evaluation Specialist：CVE）が

各州の職業リハビリテーション機関・施

設に在籍し、他の専門職と共に包括的な

支援を展開している 7)。このような違い

を考慮すると、米国と同じまではいかな

いにしろ、福祉から一般企業での就労へ

の移行を支援する同種の包括的な専門性

のある支援者が存在することが求められ

るであろう。このような将来的なあり方

に向けて、既に存在する専門職の有機的

な連携や専門性の高い支援者の育成を視

野に入れた取組を検討していくことが必

要であると考えられる。 
 
教育及び研究的側面 
次に、教育及び研究的側面を取り上げ

る。本稿における教育的課題について

は、高等教育などの専門職の育成に関す

る事柄が多く含まれており、研究活動と

密接であると考えられたことから、二つ

を一つとして検討する。 
まず、教育的側面における事項とし

て、「職業的アセスメントに関する研修

機会の提供」、「就労支援における EBP
（Evidence-Based Practice）の推進」、「大

学等の高等教育機関において職業リハビ

リテーション（就労支援）に関する教育

の充実」、「就労支援における効果検証に

関する研究の実施」、また、研究的側面

における事項として、「就労支援の実践

場面における職業的アセスメントの実施

方法（実施時期、ツール選択など）につ

いての整理」、「職業的アセスメントの実

施目的や意味についての検討」、「実践現

場の時間的余裕に応じた新たな職業的ア

セスメントツールやシートの開発」、「職

業的アセスメントに関する教科書などの

充実」といった課題が明確化された。こ

の教育及び研究的側面の事項には、エビ

デンスを意識した就労支援の取組みの推

進や実践現場において有用な職業的アセ

スメントツールの開発といったことに関

することが含まれていると考えられる。 
 近年、他の領域と同様に、職業リハビ

リテーションにおいても、「エビデンス

に基づく職業リハビリテーション

（Evidence-Based Vocational 
Rehabilitation : EBVR）」の確立と、研究

と実践をつなぐことの重要性が指摘され

ている 25)。このようなエビデンスに関す

る情報はまだまだ不足している現状にあ

る。また、この情報にアクセスするため

の手段や方法が、多くの実践に携わる支

援者において整備されていない現状にも

ある。 
 また、現状では、実践現場において

は、職業的アセスメントの代表的ツール

が十分に用いられていない状況がある

（前原，2020）。この理由の一つとし

て、代表的アセスメントツールを事業所

内に配備するための経済的負担の大き

さ、ツールを使用するためのスペース確

保などの課題、また関連する知識の不足
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などがあるようである。そのため、むし

ろ実践現場では、地域独自の共通アセス

メントシートを作成するなどの実践的工

夫を実践報告の場面などで多く聞くこと

ができる。このような状況を踏まえる

と、実践と研究の乖離というものの大き

さがあり、このつながりを作り上げてい

くかが課題であるとも考えられる。 
これらのような状況を踏まえると、就

労支援に関する研究だけでなく、教育的

取組みの充実もあわせて整備していくこ

とで、就労支援者の支援力の底上げを果

たしていくこと必要であると考えられ

る。 
 
実践的側面 
 最後に実践的側面における事項とし

て、「職場定着支援に関する支援の強

化」、「多機関連携のための仕組み作

り」、「地域における情報共有や情報交換

の取組み」、「地域内における支援スキル

共有のための取組み」、「職業的アセスメ

ントの実施機関及び利用手続きについて

の可視化」、「職業的アセスメントに関す

るマニュアルの整備」といった課題が明

確化されたこの実践的側面の事項には、

職業的アセスメントを実践現場で実施す

るために必要な地域における手続き及び

仕組みの整備に関することが含まれてい

ると考えられる。 
 就労分野における専門的知識の習得と

して、社会福祉士養成課程においては、

「就労支援サービス」がある。しかし、

就労支援に関する事柄は、多くの専門的

知識における一部でしかなく、福祉領域

のみでなく一般企業への就労の移行を含

めた幅広い就労支援の知識及びスキルの

習得に向けての教育はまだ十分ではな

い。このような実情を考えると、一人の

支援者が全ての関連する知識及びスキル

を持ち支援を行うというのではなく、

様々な専門性を持つ支援者が連携するこ

とでこれを補い合うような工夫も必要で

ある。特に、社会資源が少ない地方都市

などにおいては、このような連携をする

ことは、不足する資源を補い合うことを

可能とし、有効であると考えられる。 
以上から、就労支援のスキルやアセスメ

ントに関する技能を補助できるように、

例えば職業的アセスメントを実施する専

門的機関との連携や地域間での学び合

い、スーパーバイズを受け合うといった

仕組みづくりも必要になってくると考え

られる。 
 
E. 結論 
 本研究の成果である議論する必要のあ

る事項内容は、職業的アセスメントの実

施促進のための基礎的な資料として有用

である。あくまでも本研究で協力を得た

専門家間での協議内容であり、この具体

化に向けては更なる検討が必要である。

更なる検討に向けた継承発展について

は、今後の課題としたい。 
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